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令和７年第３回（９月招集） 

袖ケ浦市議会定例会議案 
No.１ 

議案番号 件 名 等 関係部等 

議案 

第１号 

字の区域及び名称の変更について 

（主な内容） 

 経営体育成基盤整備事業浮戸川上流Ⅲ期地区の施行に伴

い、字の区域及び名称の変更をする必要が生じたので、地方

自治法第２６０条第１項の規定により、議会の議決を求める

ものである。 

総務部 

議案 

第２号 

袖ケ浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関する条例の一部を改正する条例の制定につい

て 

（主な内容） 

 地方公共団体情報システムの標準化に伴い、住登外者宛名

番号管理機能による住登外者の情報に関する事務等を定める

ため、条例の一部を改正しようとするものである。 

施行日 公布の日 

総務部 

議案 

第３号 

袖ケ浦市重度心身障害者福祉手当支給条例等の一部を改正す 

る条例の制定について 

（主な内容） 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律の一部が改正されたことに伴い、引用している条項を整

理するため、関係する条例の一部を改正しようとするもので

ある。 

施行日 令和７年１０月１日 

福祉部 

議案 

第４号 

令和７年度袖ケ浦市一般会計補正予算（第３号） 

（主な内容） 

財政部 

補正後 予算額 補正前 予算額 予算額の増減 

３１１億 

１千８６９万４千円 

３０４億 

８千１３７万円 

６億 

３千７３２万４千円 

議案 

第５号 

令和７年度袖ケ浦市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

（主な内容） 

市民子育て

部 

補正後 予算額 補正前 予算額 予算額の増減 

５９億 

９千５９１万８千円 

５９億 

７千３００万円 ２千２９１万８千円 

議案 

第６号 

令和７年度袖ケ浦市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

（主な内容） 

市民子育て

部 

補正後 予算額 補正前 予算額 予算額の増減 

９億 

６千５７万７千円 

９億 

４千９００万円 １千１５７万７千円 
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No.２ 

議案番号 件    名    等 関係部等 

議案 

第７号 

令和７年度袖ケ浦市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

 （主な内容） 

福祉部 

補正後 予算額 補正前 予算額 予算額の増減 

５２億 

６千７５万２千円 

５２億 

１千１００万円 

 

４千９７５万２千円 

議案 

第８号 

令和７年度袖ケ浦市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 （主な内容） 

補正後の収益的支出予定額  補正前の収益的支出予定額 

１５億６千６６０万７千円  １５億６千５２８万８千円 

予定額の増減 

１３１万９千円 

補正後の資本的支出予定額  補正前の資本的支出予定額 

９億３千１３万４千円     ９億１千３４９万２千円 

予定額の増減 

１千６６４万２千円 

都市建設部 

認定 

第１号 

令和６年度袖ケ浦市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の

認定について 

 （主な内容） 

 地方自治法第２３３条第３項の規定により、令和６年度袖

ケ浦市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算を監査委員の意

見を付けて議会の認定に付するものである。 

財政部 

市民子育て

部 

福祉部 

認定 

第２号 

令和６年度袖ケ浦市下水道事業会計利益剰余金の処分及び決

算の認定について 

 （主な内容） 

 地方公営企業法第３２条第２項の規定により、令和６年度

袖ケ浦市下水道事業会計利益剰余金の処分について議決を求

めるとともに、同法第３０条第４項の規定により、令和６年

度袖ケ浦市下水道事業会計決算を監査委員の意見を付けて議

会の認定に付するものである。 

都市建設部 

報告 

第１号 

令和６年度袖ケ浦市一般会計継続費精算報告について 

 （主な内容） 

 令和６年度で、庁舎整備事業、子育て応援プラン策定事業

及び昭和中学校校舎増築事業（基本・実施設計委託）の継続

年度が終了したので、地方自治法施行令第１４５条第２項の

規定により継続費精算報告書を調製し、これを報告する。 

財政部 

報告 

第２号 

令和６年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率に

ついて 

 （主な内容） 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及

び第２２条第１項の規定により、令和６年度決算に基づく健

全化判断比率及び資金不足比率を監査委員の意見を付けて報

告する。 

財政部 

 

-6-



No.３ 

議案番号 件    名    等 関係部等 

報告 

第３号 

専決処分の報告について 

 （主な内容） 

専決第８号 袖ケ浦市大鳥居４３９番地先で発生した車両物

損事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について 

１ 事 故 発 生 年 月 日 令和６年１１月１日 

２ 事 故 発 生 場 所 袖ケ浦市大鳥居４３９番地先 

３ 事 故 の 相 手 方 個人 

４ 市 の 損 害 賠 償 額 ７７，７００円 

５ 相手方の損害賠償額 ４１，８９４円 

環境経済部 
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議案第１号参考資料 
 

字の区域及び名称の変更区域図 

位置図 

根形中学校 

経営体育成基盤整備事業 
浮戸川上流Ⅲ期地区事業区域 
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字の区域及び名称の変更区域図 
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袖ケ浦市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す 

る条例新旧対照表 

改 正 後 現   行 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第４条 番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲

げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関

が行う同表の中欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う特定個人

番号利用事務並びに市長又は教育委員会が第４項に規定する住登外者宛

名情報を利用して行う番号法別表の下欄に掲げる事務及び番号法第９条

第１項に規定する準法定事務とする。 

第４条 番号法第９条第２項の条例で定める事務は、別表第１の左欄に掲

げる機関が行う同表の右欄に掲げる事務、別表第２の左欄に掲げる機関

が行う同表の中欄に掲げる事務及び市長又は教育委員会が行う特定個人

番号利用事務                            

                                  

             とする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 市長又は教育委員会は、番号法別表の下欄に掲げる事務又は番号法第

９条第１項に規定する準法定事務を処理するために必要な限度で、住登

外者（市の住民基本台帳に記録されていない者をいう。以下同じ。）を

一意に特定するための番号を付番し、管理する機能（以下「住登外者宛

名番号管理機能」という。）による住登外者の情報の管理に関する情報

（以下「住登外者宛名情報」という。）であって自らが保有するものを

利用することができる。 

 

５ （略） ４ （略） 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

機関 事務 

 略  

１０ 市長  （略） 

１１ 市長 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管 

 理に関する事務であって規則で定めるもの 

機関 事務 

 略  

１０ 市長  （略） 
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１２ 教育

委員会 

（略） 

１３ 教育

委員会 

（略） 

１４ 教育

委員会 

住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管

理に関する事務であって規則で定めるもの 

１１ 教育

委員会 

（略） 

１２ 教育

委員会 

（略） 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 袖ケ浦市国民健康保険短期

人間ドック助成事業実施要

綱による国民健康保険被保

険者に対する短期人間ドッ

ク費用の一部助成に関する

事務であって規則で定める

もの 

・住民基本台帳法（昭和４

２年法律第８１号）第７

条第４号に規定する事項

に関する情報（以下「住

民票関係情報」という。 

）であって規則で定める

もの 

・地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）その他の

地方税に関する法律に基

づく条例の規定により算

定した税額又はその算定

の基礎となる事項に関す

る情報（以下「地方税関

係情報」という。）であ

って規則で定めるもの 

・国民健康保険法（昭和３

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 健康増進法（平成１４年法

律第１０３号）による健康

増進事業の実施に関する事

務であって規則で定めるも

の 

・住民基本台帳法（昭和４

２年法律第８１号）第７

条第４号に規定する事項

に関する情報（以下「住

民票関係情報」という。 

）であって規則で定める

もの 

・地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）その他の

地方税に関する法律に基

づく条例の規定により算

定した税額又はその算定

の基礎となる事項に関す

る情報（以下「地方税関

係情報」という。）であ

って規則で定めるもの 

・生活保護法（昭和２５年
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  ３年法律第１９２号）又

は高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和５７年

法律第８０号）による医

療に関する給付の支給又

は保険料の徴収に関する

情報（以下「国民健康保

険等給付関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律第１４４号）による

保護の実施又は就労自立

給付金の支給に関する情

報（以下「生活保護関係

情報」という。）であっ

て規則で定めるもの 

 

 

 

 

 

 

２ 市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

袖ケ浦市国民健康保険短期

人間ドック助成事業実施要

綱による国民健康保険被保

険者に対する短期人間ドッ

ク費用の一部助成に関する

事務であって規則で定める

もの 

 

 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの 

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの 

・国民健康保険法（昭和３

３年法律第１９２号）又

は高齢者の医療の確保に

関する法律（昭和５７年

法律第８０号）による医

療に関する給付の支給又

は保険料の徴収に関する

情報（以下「国民健康保

険等給付関係情報」とい 
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２ 市長 袖ケ浦市高齢者短期人間ド

ック助成事業実施要綱によ

る後期高齢者医療被保険者

に対する短期人間ドック費 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・国民健康保険等給付関係

情報であって規則で定め 

用の一部助成に関する事務

であって規則で定めるもの 

るもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

３ 市長 袖ケ浦市子ども医療費の助

成に関する条例による子ど

も医療費の助成に関する事

務であって規則で定めるも

の 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護法（昭和２５年

法律第１４４号）による

保護の実施又は就労自立

給付金の支給に関する情

報（以下「生活保護関係

情報」という。）であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６

う。）であって規則で定

めるもの 

３ 市長 袖ケ浦市高齢者短期人間ド

ック助成事業実施要綱によ

る後期高齢者医療被保険者

に対する短期人間ドック費 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・国民健康保険等給付関係

情報であって規則で定め 

用の一部助成に関する事務

であって規則で定めるもの 

るもの 

４ 市長 袖ケ浦市子ども医療費の助

成に関する条例による子ど

も医療費の助成に関する事

務であって規則で定めるも

の 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報

 であっ

て規則で定めるもの 

・中国残留邦人等の円滑な

帰国の促進並びに永住帰

国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支

援に関する法律（平成６
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年法律第３０号）による

永住帰国旅費、自立支度

金、一時金、一時帰国旅

費又は中国残留邦人等支

援給付等の支給に関する

情報（以下「中国残留邦

人等支援給付等関係情

報」という。）であって

規則で定めるもの 

・医療保険各法（健康保険

法（大正１１年法律第７

０号）、船員保険法（昭

和１４年法律第７３号）、

私立学校教職員共済法

（昭和２８年法律第２４

５号）、国家公務員共済

組合法（昭和３３年法律

第１２８号）、国民健康

保険法又は地方公務員等

共済組合法（昭和３７年

法律第１５２号）をい

う。）又は高齢者の医療

の確保に関する法律によ

る医療に関する給付の支

給又は保険料の徴収に関

年法律第３０号）による

永住帰国旅費、自立支度

金、一時金、一時帰国旅

費又は中国残留邦人等支

援給付等の支給に関する

情報（以下「中国残留邦

人等支援給付等関係情

報」という。）であって

規則で定めるもの 

・医療保険各法（健康保険

法（大正１１年法律第７

０号）、船員保険法（昭

和１４年法律第７３号）、

私立学校教職員共済法

（昭和２８年法律第２４

５号）、国家公務員共済

組合法（昭和３３年法律

第１２８号）、国民健康

保険法又は地方公務員等

共済組合法（昭和３７年

法律第１５２号）をい

う。）又は高齢者の医療

の確保に関する法律によ

る医療に関する給付の支

給又は保険料の徴収に関
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する情報（以下「医療保

険給付関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

４ 市長 袖ケ浦市ひとり親家庭等医

療費等の助成に関する条例

によるひとり親家庭等医療

費等の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

５ 市長 袖ケ浦市重度心身障害者

（児）医療費等支給条例に 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

よる重度心身障害者（児）

医療費等の支給に関する事

務であって規則で定めるも

の 

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

する情報（以下「医療保

険給付関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの 

５ 市長 袖ケ浦市ひとり親家庭等医

療費等の助成に関する条例

によるひとり親家庭等医療

費等の助成に関する事務で

あって規則で定めるもの 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの 

６ 市長 袖ケ浦市重度心身障害者

（児）医療費等支給条例に

よる重度心身障害者（児）

医療費等の支給に関する事

務であって規則で定めるも

の 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの
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・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの

・身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）

による身体障害者手帳、

精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和

２５年法律第１２３号）

による精神障害者保健福

祉手帳又は知的障害者福

祉法（昭和３５年法律第

３７号）にいう知的障害

者に関する情報（以下

「障害者関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

６ 市長 袖ケ浦市重度心身障害者福

祉手当支給条例による重度

心身障害者福祉手当の支給 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの

・身体障害者福祉法（昭和

２４年法律第２８３号）

による身体障害者手帳、

精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和

２５年法律第１２３号）

による精神障害者保健福

祉手帳又は知的障害者福

祉法（昭和３５年法律第

３７号）にいう知的障害

者に関する情報（以下

「障害者関係情報」とい

う。）であって規則で定

めるもの 

７ 市長 袖ケ浦市重度心身障害者福

祉手当支給条例による重度

心身障害者福祉手当の支給 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって
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に関する事務であって規則

で定めるもの 

規則で定めるもの 

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・障害者関係情報であって

規則で定めるもの

・特別児童扶養手当等の支

給に関する法律（昭和３

９年法律第１３４号）に

よる特別児童扶養手当の

支給に関する情報（以下

「特別児童扶養手当関係

情報」という。）であっ

て規則で定めるもの

・障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７

年法律第１２３号）によ

る自立支援給付の支給に

関する情報（以下「障害

者自立支援給付関係情

報」という。）であって

規則で定めるもの

に関する事務であって規則

で定めるもの 

規則で定めるもの 

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・障害者関係情報であって

規則で定めるもの

・特別児童扶養手当等の支

給に関する法律（昭和３

９年法律第１３４号）に

よる特別児童扶養手当の

支給に関する情報（以下

「特別児童扶養手当関係

情報」という。）であっ

て規則で定めるもの

・障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７

年法律第１２３号）によ

る自立支援給付の支給に

関する情報（以下「障害

者自立支援給付関係情

報」という。）であって

規則で定めるもの
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・介護保険法（平成９年法

律第１２３号）による保

険給付の支給、地域支援

事業の実施又は保険料の

徴収に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

・国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）、私立

学校教職員共済法、厚生

年金保険法（昭和２９年

法律第１１５号）、国家

公務員共済組合法又は地

方公務員等共済組合法に

よる年金である給付の支

給又は保険料の徴収に関

する情報（以下「年金給 

  付関係情報」という。）

であって規則で定めるも

の 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

７ 市長 袖ケ浦市心身障害児福祉手

当支給条例による心身障害

児福祉手当の支給に関する

事務であって規則で定める

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの 

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの 

・介護保険法（平成９年法

律第１２３号）による保

険給付の支給、地域支援

事業の実施又は保険料の

徴収に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

・国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）、私立

学校教職員共済法、厚生

年金保険法（昭和２９年

法律第１１５号）、国家

公務員共済組合法又は地

方公務員等共済組合法に

よる年金である給付の支

給又は保険料の徴収に関

する情報（以下「年金給 

  付関係情報」という。）

であって規則で定めるも

の 

 

 

８ 市長 袖ケ浦市心身障害児福祉手

当支給条例による心身障害

児福祉手当の支給に関する

事務であって規則で定める

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの 

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの 
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もの ・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・障害者関係情報であって

規則で定めるもの

・特別児童扶養手当関係情

報であって規則で定める

もの

・年金給付関係情報であっ

て規則で定めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

８ 市長 袖ケ浦市精神障害者医療費

等給付条例による精神障害

者医療費等の給付に関する

事務であって規則で定める

もの 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの

もの ・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・障害者関係情報であって

規則で定めるもの

・特別児童扶養手当関係情

報であって規則で定める

もの

・年金給付関係情報であっ

て規則で定めるもの 

９ 市長 袖ケ浦市精神障害者医療費

等給付条例による精神障害

者医療費等の給付に関する

事務であって規則で定める

もの 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・医療保険給付関係情報で

あって規則で定めるもの
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・特別児童扶養手当関係情

報であって規則で定める

もの

・障害者自立支援給付関係

情報であって規則で定め

るもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

９ 市長 袖ケ浦市障害者グループホ

ーム等入居者家賃助成事業

実施要綱による障害者グル

ープホーム等入居者家賃の

助成に関する事務であって

規則で定めるもの 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・障害者関係情報であって

規則で定めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

１０ 市長 袖ケ浦市軽度・中等度難聴

児補聴器購入費助成金交付

要綱による軽度・中等度難

聴児補聴器購入費の助成に 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・特別児童扶養手当関係情

報であって規則で定める

もの

・障害者自立支援給付関係

情報であって規則で定め

るもの 

１０ 市長 袖ケ浦市障害者グループホ

ーム等入居者家賃助成事業

実施要綱による障害者グル

ープホーム等入居者家賃の

助成に関する事務であって

規則で定めるもの 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの

・障害者関係情報であって

規則で定めるもの 

１１ 市長 袖ケ浦市軽度・中等度難聴

児補聴器購入費助成金交付

要綱による軽度・中等度難

聴児補聴器購入費の助成に 

・住民票関係情報であって

規則で定めるもの

・地方税関係情報であって

規則で定めるもの
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関する事務であって規則で

定めるもの 

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

１１ 教育

委員会 

袖ケ浦市要保護及び準要保

護児童生徒就学援助実施要

綱による就学援助費（医療

費以外）の支給に関する事

務であって規則で定めるも

の 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

１２ 教育

委員会 

袖ケ浦市特別支援教育就学

奨励費支給要綱による特別

支援教育就学奨励費の支給

に関する事務であって規則

で定めるもの 

・住登外者宛名情報であっ

て規則で定めるもの 

関する事務であって規則で

定めるもの 

・生活保護関係情報であっ

て規則で定めるもの

・中国残留邦人等支援給付

等関係情報であって規則

で定めるもの 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

情報照会

機関 
事務 

情報提供

機関 
特定個人情報 

略 

２ 市長 中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進

並びに永住帰国し 

２ 教育

委員会 

・学校保健安全法によ

る医療に要する費用

についての援助に関

情報照会

機関 
事務 

情報提供

機関 
特定個人情報 

略 

２ 市長 中国残留邦人等の

円滑な帰国の促進

並びに永住帰国し 

２ 教育

委員会 

・学校保健安全法によ

る医療に要する費用

についての援助に関
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た中国残留邦人等

及び特定配偶者の

自立の支援に関す

る法律による支援

給付又は配偶者支

援金の支給に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

する情報であって規

則で定めるもの 

３ 市長 住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管

理に関する事務で 

３ 教育

委員会 

・住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 

あって規則で定め

るもの 

４ 教育

委員会 
略 

５ 教育

委員会 
略 

６ 教育

委員会 
略 

７ 教育

委員会 

住登外者宛名番号

管理機能による住

登外者の情報の管

理に関する事務で

あって規則で定め 

７ 市長 ・住登外者宛名情報で

あって規則で定める

もの 

た中国残留邦人等

及び特定配偶者の

自立の支援に関す

る法律による支援

給付又は配偶者支

援金の支給に関す

る事務であって規

則で定めるもの 

する情報であって規

則で定めるもの 

３ 教育

委員会 
略 

４ 教育

委員会 
略 

５ 教育

委員会 
略 
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るもの 
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第１条 袖ケ浦市重度心身障害者福祉手当支給条例新旧対照表 

改 正 後 現 行 

（受給権者） （受給権者） 

第３条 手当の受給権者は、重度心身障害者又はその養護者の１人とす

る。ただし、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１８項に規定する共同生活

援助の給付を受けている者は除く。 

第３条 手当の受給権者は、重度心身障害者又はその養護者の１人とす

る。ただし、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１７項に規定する共同生活

援助の給付を受けている者は除く。 
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第２条 袖ケ浦市精神障害者医療費等給付条例新旧対照表 

改 正 後 現 行 

（対象者） （対象者） 

第３条 この条例により医療費の給付を受けることができる者（以下「対

象者」という。）は、精神障害者であって、かつ、次の各号のいずれに

も該当するものとする。 

第３条 この条例により医療費の給付を受けることができる者（以下「対

象者」という。）は、精神障害者であって、かつ、次の各号のいずれに

も該当するものとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第５条第２５項に規定する自立支援医

療のうち障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号）第１条の２第３号に規定する精

神通院医療を利用する者又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）に規定する被保険者 

(3) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第５条第２４項に規定する自立支援医

療のうち障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行令（平成１８年政令第１０号）第１条の２第３号に規定する精

神通院医療を利用する者又は高齢者の医療の確保に関する法律（昭和

５７年法律第８０号）に規定する被保険者 

２ （略） ２ （略） 
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第３条 袖ケ浦市福祉作業所の設置及び管理に関する条例新旧対照表 

改 正 後 現 行 

（事業） （事業） 

第４条 福祉作業所は、次に掲げる事業を行う。 第４条 福祉作業所は、次に掲げる事業を行う。 

(1) （略） (1) （略）

(2) 支援法第５条第１５項に規定する就労継続支援のうち、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成

１８年厚生労働省令第１９号）第６条の１０第２号に規定する就労継

続支援Ｂ型（以下「就労継続支援Ｂ型」という。）に関すること。 

(2) 支援法第５条第１４項に規定する就労継続支援のうち、障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成

１８年厚生労働省令第１９号）第６条の１０第２号に規定する就労継

続支援Ｂ型（以下「就労継続支援Ｂ型」という。）に関すること。 

(3)･(4) （略） (3)･(4) （略） 
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